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コンプライアンス担当者のための「職務発明」の基礎 

Vol.1 発明に関する通報を読み解くための前提知識 

   

令和８年 7 月 10 日 

 

弁護士法人イノベンティア 

弁護士  佐 々 木 崇 人 

第１  はじめに 

内部通報窓口をご担当の皆様は、ハラスメント、経費の不正使用、品質不正、情報管理上の

問題など、さまざまなコンプライアンス問題に関する通報に日々向き合っておられることと思

います。 

そうした中で、ときおり、次のような通報が届くことがあります。 

 

「自分が開発した技術が会社の特許として取得され、製品にも使われているのに、受け取

った報奨金は数千円だけでした。これは正当なのでしょうか。」 

 

このような通報は、一見すると、知的財産をめぐる問題のようにも、あるいは人事評価や処

遇への不満のようにも見えます。職務発明という制度になじみがないと、「そもそも何を問題

にしている通報なのか」「どの部署と連携すればよいのか」「通報者に何を確認すればよいの

か」が、すぐには見えてこないかもしれません。 

そこで本稿では、発明に関する通報を受けたときに、コンプライアンス担当者が最初の見立

てを誤らないための基礎知識を、特許法の専門的な議論には深入りせず、内部通報対応の現場

で役立つことを第一に、できるだけ平易にご説明します。 

第 1 回（本稿）では、発明とは何か、会社で生まれた発明の権利は誰に帰属するのか、職務

発明とは何か、そして会社がどのような仕組みでその権利を取得し、発明者にどのような利益

が与えられるのかという、制度の全体像を確認します。第 2 回では、この制度を前提に、実際

に届く通報を類型ごとに分け、それぞれについて何をどのように確認すればよいかを、より実

務的に整理します。 

 

第２  通報者の不満を大まかに分けてみる 
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発明に関する通報を受けたとき、最初から法律上の結論を出そうとする必要はありません。

むしろ、はじめに大切なのは、通報者が何に不満を感じているのかを、大まかに整理すること

です。 

たとえば、冒頭のように「自分が開発した技術が会社の特許になっているのに、報奨金が少

ない」という通報には、いくつかの問題が重なっている可能性があります。 

一つ目は、「誰がその技術を生み出したのか」という問題です。通報者が、自分こそがその

技術を考え出したのに、発明者として扱われていないと感じている場合には、誰を発明者と見

るべきかが問題になります。 

二つ目は、「なぜ会社がその技術を自社のものとして扱っているのか」という問題です。会

社で生まれた発明であっても、当然に会社の権利になるわけではありません。通報者が、自分

こそがその技術を考え出したのに、会社が権利を持っているのが不満だと感じている場合に

は、会社が通報者から権利を取得した根拠は何かが問題になります。 

三つ目は、「発明者にどのような見返りが与えられたのか」という問題です。会社が職務上

の発明に関する権利を取得する場合、発明者に対して一定の利益を与える仕組みがあります。

通報者が、与えられた利益が少ないと感じている場合には、発明者に相当の利益が与えられた

かが問題になります。 

この三つは、現時点で細かく理解できていなくてもかまいません。本稿では、まず「発明」

とは何か、会社で生まれた発明が誰のものになるのか、そして職務発明とはどのような制度な

のかを順に確認していきます。 

 

第３  そもそも「発明」とは何か 

職務発明を理解する前提として、まず「発明」とは何かを確認しておきましょう。 

特許法 2 条 1 項は、発明を「自然法則を利用した技術的思想の創作のうち高度のもの」と定

義しています。やや硬い表現ですが、ここでは、一定の水準に達した技術的なアイデアが発明

に当たる、と理解しておけば十分です。 

注意しておきたいのは、発明がされたからといって、その瞬間に特許権が生まれるわけでは

ない、という点です。発明が生まれた後、特許出願を行い、審査を経て、特許査定を受け、特

許料を納付し、設定登録がされて、はじめて特許権が発生します。つまり、「発明をしたこ

と」と「特許権を取得したこと」は、別の段階の話なのです。 

この区別は、通報対応でも意外に役立ちます。通報者が「自分が発明した」と述べていると

きは、発明者としての関与を主張しているのかもしれません。一方で「会社が特許を取った」

と述べているときは、出願や登録の段階で会社が権利者として手続を進めたことを問題にして
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いる可能性があります。発明に関する通報では、まず、通報者が「どの段階」について不満を

述べているのかを切り分けるところから始めると、整理がしやすくなります。 

 

第４  会社で生まれた発明は、会社のものか 

発明に関する通報で、特に誤解が生じやすいのが、権利の帰属です。 

研究開発が会社の費用と組織の中で行われる以上、その成果は当然に会社のものになる、と

感じる方は少なくありません。しかし、特許法は、会社の投資や業務命令があれば直ちに権利

が会社に帰属する、という仕組みにはなっていません。 

特許法は、発明という創作行為を行った本人を出発点にして制度を組み立てており、特許を

受けることができる者を「発明をした者」、すなわち発明をした従業員個人であると定めてい

ます（特許法 29 条 1 項）。この、発明者本人を権利帰属の起点に置く考え方を、一般に「発

明者主義」と呼びます。 

もっとも、会社で行われる研究開発について、発明者個人だけにすべての権利を残してしま

うと、企業活動には大きな支障が生じます。会社は、人員、設備、資金、研究環境を提供し、

事業上の目的をもって研究開発を進めています。それにもかかわらず、その成果を会社が安定

して確保できないとすれば、そもそも研究開発に投資することが難しくなってしまいます。 

そこで特許法は、発明者を出発点としつつも、会社の利益との調整を図るために、職務発明

制度を用意しています。ここで「職務発明」とは、ごく大まかにいえば、会社の業務範囲に属

し、かつ、従業員の職務として行われた発明のことをいいます。そして「職務発明制度」と

は、こうした発明について、会社が一定のルールに基づいて権利を取得できるようにする一方

で、発明者にはその見返りとして相応の利益が与えられるようにする、という調整の枠組みの

ことです（それぞれの詳細は第６以下で確認します）。この調整の仕組みを理解しておくこと

が、職務発明に関する通報に落ち着いて向き合うための土台になります。 

 

第５  使えること≠権利を持つこと 

ここで気をつけたいのは、「会社が発明を使えること」と「会社がその発明に関する権利を

独占的に押さえていること」とは、別だという点です。 

会社が通常実施権しか持っていない場合、会社は自ら発明を使うことはできます。しかし、

発明者の側が第三者へ権利を移したり、他社に利用を許したりすることまでを、止められるわ

けではありません。研究開発の成果を自社の競争力として確保したい会社にとって、これは見

過ごせない不安定要素になります。 
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そのため、多くの会社では、職務発明に関する権利を会社が取得できるようにするための社

内ルールをあらかじめ設けています。このルールが、一般に「職務発明規程」などと呼ばれる

ものです。 

通報対応の場面でも、「会社は発明を使えるのか」という問題と、「会社は発明に関する権

利を取得しているのか」という問題は、分けて確認するようにしてください。 

 

第６  職務発明とは何か 

職務発明制度の対象となる「職務発明」とは、特許法 35 条 1 項に定められた一定の発明を

いいます。大きく整理すると、次の二つの要件を満たす発明です。 

ひとつは、発明の性質が、使用者等の業務の範囲に属していること。もうひとつは、発明を

するに至った行為が、従業者等の現在または過去の職務に属していること、です。 

たとえば、化学メーカーの研究員が、担当業務として新しい製造方法を開発した場合には、

職務発明に当たる可能性が高いといえます。反対に、会社の業務とも本人の職務とも関係のな

い分野で、私的な活動として生み出した発明であれば、職務発明ではないと整理される可能性

があります。 

もっとも、実際の判断は、それほど単純ではありません。発明が勤務時間外に着想されたも

のであっても、会社の研究テーマとのつながり、業務を通じて得た知見、会社の設備やデータ

の利用状況などによっては、職務との関連が問題になります。逆に、在籍中の従業員がした発

明であっても、会社の業務範囲や本人の職務とまったく無関係であれば、職務発明とはいえな

い場合もあります。 

したがって、通報を受けた段階で、「会社員がした発明なのだから職務発明だ」とか、「自

宅で考えたのだから会社とは無関係だ」と即断してしまうのは、適切ではありません。まず

は、発明の内容、発明に至る経緯、担当業務との関係、使用した設備や情報、発明届の有無な

どを、ていねいに確認していく必要があります。 

 

第７  会社は、職務発明の権利をどのように取得するのか 

ここまで見たとおり、職務発明についても、特許を受ける権利は、まず発明者である従業員

に発生します。会社が「使えること」（通常実施権）と「権利そのものを取得していること」

が別であることも、すでに確認したとおりです。では、会社は、発明者に発生した権利を、ど

のような仕組みで自社のものとして取得するのでしょうか。 

方法は、大きく分けて二つあります。ひとつは、いったん発明者に発生した権利を、その

後、会社へ移転させる方法です（承継取得）。もうひとつは、あらかじめ定めておいた規程等
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に基づいて、権利が発生した時点から会社に帰属させる方法です。後者は特許法 35 条 3 項が

認める仕組みで、一般に「原始取得」と呼ばれます。同項は、契約、勤務規則その他の定めに

おいて、あらかじめ会社に特許を受ける権利を取得させることを定めたときは、その権利は発

生した時から会社に帰属する、と定めています。 

いずれの方法であっても、会社が権利を取得する根拠は、最終的には「契約や規程といった

定め」にさかのぼります。この、権利取得の根拠となる社内ルールが、先に触れた「職務発明

規程」です。もっとも、その名称は会社によってさまざまで、「職務発明取扱規程」「発明取

扱規則」「知的財産管理規程」などと呼ばれることもあれば、就業規則や知的財産関連の規程

の一部に組み込まれていることもあります。名称が「職務発明規程」でないからといって、そ

うしたルールが存在しないとは限らない、という点は、次回の通報対応でも重要になります。 

ここで一点、制度の前提として押さえておきたいことがあります。あらかじめ会社に権利を

取得させる旨の定めを置けるのは、あくまで職務発明についてです。特許法 35 条 2 項は、職

務発明でない発明について、あらかじめ会社に特許を受ける権利を取得させる旨の定めを置い

ても、その条項は無効である、としています。つまり、先ほど確認した「どこまでが職務発明

か」という区別は、会社が権利を取得できる範囲そのものを画する意味も持っているのです。 

なお、会社が職務発明について権利を取得する場合、発明者である従業員には、その見返り

として、特許法 35 条 4 項に基づき「相当の利益」（相当の金銭その他の経済上の利益）を受

ける権利が発生します。報奨金は、その代表的なものです。会社が事業に必要な権利を確保す

る一方で、発明者の貢献に報いるための仕組みもあわせて用意されている、という点だけ、こ

こで押さえておいてください。その中身や、与えられた利益が適切かどうかをどのように確認

するかは、次回、通報対応の中で扱います。 

 

第８  おわりに 

ここまで見てきたように、会社で生まれた発明であっても、当然に会社の権利になるわけで

はありません。特許法は、まず発明者を権利帰属の出発点に置き、そのうえで、会社の研究開

発投資や事業上の必要性との調整を図るために、職務発明制度を設けています。 

通報対応の場面では、まず、通報者が何を問題にしているのかを見極める必要があります。

発明者として扱われていないことへの不満なのか、会社が権利を取得したことへの不満なの

か、それとも報奨金の額や説明への不満なのか。最初にこの切り分けができるだけで、その後

に確認すべき資料や連携すべき部署は大きく変わります。 
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次回は、この基礎を前提に、会社が権利を取得する場合に発明者へ与えられる「相当の利

益」とは何か、その「相当」性を支える協議・開示・意見聴取という手続、そして通報の類型

ごとに、具体的に何をどのように確認していけばよいかを、より実務的に整理します。 

以上 
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掲載日：2026 年 7 月 30日 


